
失業構造と企業への影響
（ドイツ）

ドイツ経済にとって失業問題は最大の政策課題である。本レポートはドイツの労働・失

業問題の実態を分析し、それが企業活動とどのように関係しているかについて、ミュンヘ

ン大学のヴァルデンベルガー（Ｗａｌｄｅｎｂｅｒｇｅｒ）教授により調査・執筆されたものである。

（１）失業統計

ドイツには失業に関して３種類の統計があ

り、しかもそれぞれの概念・手法には大きな

違いがある。最も頻繁に引用され、公の討論

などで使用されるのはニュルンベルクの連邦

雇用庁（ＢｆＡ）の統計であるが、国際的な比

較はほとんど不可能である。なぜならこの統

計は、ドイツの失業保険の特殊な概念に基づ

いて各地の労働局（職業安定所）に登録され

ている失業者のみを統計の対象としているか

らだ。従って、職業教育のための職場を探し

ている若年層は失業者には含まれず、全般的

に職業訓練生は就業者に入らない。また、年

金を受ける権利を有する人や６５歳以上の高齢

者も同様に失業者の概念には当てはまらない。

一方で、社会福祉関係立法のいう僅少労働者

（雇用期間が３ヵ月未満あるいは週１５時間未

満）が継続的または正規の職を探している場

合は、失業者に含まれる。

１．ドイツの労働市場
これに対し、ヴィースバーデンの連邦統計

局は、標本調査（サンプル・センサス）を毎

年実施して労働市場データを収集している。

連邦統計局の場合、失業者とは、報告対象週

の労働時間が１時間未満で、かつ就業を希望

している人を指す。よって、この調査は国際

労働機関（ＩＬＯ）の概念に基づく就業者・失

業率により近いものとなっている。ＩＬＯとの

主な相違点は、標本調査で失業とされた者が

すぐに職に就くことが可能か、またその意思

があるかを明確にする質問が調査に含まれて

いない点である。

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）およびＥＵは、

国際比較を可能にするべくドイツの労働市場

統計調査を行っている。この統計はＩＬＯの国

際基準に最も適合している。連邦統計局の統

計調査と異なり、求職者がすぐに職に就く可

能性と、その意志についても、明らかにされ

ている。表１は、就業者数、失業者数、失業

率について、各種の労働市場統計を一覧表に

したものである。
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（２）失業の特徴

失業統計の目的は、労働市場の状況を把握

することであるが、同時に労働政策実施の緊

急度を示すことも目的に含まれる。ただし、失

業者数や失業率では、この目的を完全に説明

することはできない。職不足は、必ずしも統計

的測定による失業として現れないからである。

以下、統計がなぜ実際の労働市場を反映しな

いのかについて、主な理由を３点挙げたい。

第１に、潜在就業者の中には、長い間求職

活動をしたが職が見つからない人、またはそ

の他の理由から就業にほとんど期待をかけて

いない人も数多く含まれており、この人達は

求職活動をやめる可能性がある。そうなった

場合、この人達は通常の失業者の定義から外

れることになる。生活費が保証されていて、

どうしても仕事が必要という訳ではないが、

労働市場の状況が許す限りは多少の副収入を

得たいと考える人、特に主婦、職業訓練中の

若年層、年金受給者がこれに該当する。

第２に、生産能力が十分に利用されていな

いにもかかわらず、企業が解雇を行わない場

合は、企業の内部に失業が「隠されている」

ことになる。理由はさまざまで、法律に定め

られた解雇保護（就業者を解雇権の行使から

保護する意）規定により解雇を行えない場合、

社内の雰囲気が極度に悪化する懸念からでき

ない場合、あるいは解雇を行うことで経営者

としての手腕が疑われ、将来的に質の高い労

働力の新規獲得が困難になるという懸念など

がある場合である。

第３に、失業に関する数字は、労働政策上

の措置により「美化」されているケースが少

なくない。国の雇用創出措置、賃金補助、職

業教育・転職教育プログラム、早期退職制度

などは、民間企業の求人を促進するとともに、

求職の抑制を図ろうとするもので、労働政策

措置の典型的な例といえる。

国際比較では、上記の３つの理由の比重が、

国により異なる点に配慮しなければならない。

例えば日本では、企業に隠された失業が特に

大きいとされている。日本の場合、法律による

解雇規制はドイツや他の国と比較すると緩い

が、日本企業は解雇を避ける傾向がある。各国

の解雇保護規定に関するＯＥＣＤの最新の格

付けによれば、日本では個人の解雇保護のレ

ベルが比較的高いものの、ドイツには及ばな

い。また、集団解雇に関する規制面では、日本

では規制がかなり緩和されている（表２参照）。

法律上の解約保護規定が許容的であるにも

かかわらず、日本では他のＯＥＣＤ諸国と比

べて解雇率が明らかに低くなっている。９０年

代、東部ドイツの経済構造改革で多くの解雇

が実施されたため、９０年代の日本とドイツの

解雇率を比較すると、とりわけ大きな差がみ

られる（表３参照）。

表１ ドイツの労働市場統計の比較（９７年）

（単位：千人）
就業者 失業者 失業率（％）

ＢｆＡ統計 ３０，１３６ ４，３８４ １２．７
連邦統計局統計 ３１，３３０ ４，４７５ １２．５
ＯＥＣＤ／ＥＵ ３５，３５１ ３，９１０ １０．０
出所：経済諮問委員会（以下、五賢人委員会）年次報告書９８～９９

表２ 解雇保護規定の国際比較

個人解雇に対する
解雇保護の格付け

集団解雇に対する
解雇保護の格付け

英国 ２ １１
フランス １４ ４
イタリア ２３ ２４
ドイツ ２１ １３
日本 ２０ ２
韓国 ２６ ３
米国 １ １１
注）比較は９０年代後半。数値はＯＥＣＤ２７ヵ国中の相対的位置付けを示す。
数値が大きいほど保護規定が厳しい。

出所：Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｏｕｔｌｏｏｋ１９９９（ＯＥＣＤ）
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ドイツの失業者数は、手厚い労働政策によ

り実際の失業者数との差が生じている。表４

が示すように、これらの措置により２００万人

弱の失業者が統計対象から外されている。

（３）雇用と失業の推移と現状

各国と比較すると、ドイツの労働時間は非

常に少ない。労働人口（１５歳から６４歳）に占

める就業者の割合は、９８年には６８．４％だった

（表５参照）。また就業者１人当たりの労働

時間も、ドイツはＯＥＣＤ諸国と比較して少

ない。しかしながら、失業率は日本や米国と

比較すると非常に高い。

ドイツでは生産に投入される労働力が非常

に少ないため、労働力が比較的高価な生産要

素である。７０年から９５年の２５年間について国

際比較してみると、ドイツでは雇用の伸びを

所得の伸びが上回ってきたことがわかる（表

６参照）。ちなみに米国ではこれが逆になっ

ている。また、日本では、雇用と所得の両方

が大きく伸びている。その理由は、日本経済

が、この時期に研究開発集中型・高付加価値

の産業分野に生産構造をシフトすることに成

功したためである。

（４）失業の構造

失業の分布は、他国同様ドイツでも均一で

はなく、失業率の特に高いグループが存在す

る。特に高年齢層（表７参照）と、特別な職

業資格を有しない層、あるいは熟練度の少な

い層がここに該当する。例えば、９７年の職業

表３ 推定解雇率の比較（就業者全体に対する割合）

（％）
総数の割合 企業側による解雇 被雇用者側からの退職

８０年代 ９０年代 ８０年代 ９０年代 ８０年代 ９０年代
英国 ４．４ ４．４ ２．７ ２．７ １．７ １．７
フランス ３．２ ５．９ ２．９ ５．０ ０．３ ０．９
イタリア １．５ ２．７ １．４ ２．３ ０．１ ０．４
ドイツ １．６ ４．３ １．１ ２．８ ０．５ １．５
日本 １．９ ２．４ ０．６ ０．７ １．３ １．７
米国 ５．１ ４．０ ４．３ ３．１ ０．８ ０．９

出所：Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｏｕｔｌｏｏｋ１９９７（ＯＥＣＤ）

表４ ドイツの失業実態（９８年）

（単位：千人）
Ａ登録失業者数 ４，２７３
Ｂ統計対象から外されている失業者数 １，８８８
うち短時間労働者 ５１
雇用創出政策による雇用者 ３７４
再教育プログラム参加者 ３４９
早期退職者 １，１１４

Ａ＋Ｂ ６，１６１

出所：五賢人委員会年次報告書９８～９９

表５ 労働力参加率・労働時間・失業率の国際比較（９８年）

労働力参加率（ａ）
（％）

就業者１人当たり
労働時間（時間）

失業率（ｂ）
（％）

ドイツ ６８．４ １，５５８（ｃ）　　　　９．４
フランス ６７．４ １，６５６ １１．７
英国 ７５．６ １，７３１ ６．３
日本 ７８．２ １，８８９（ｄ）　　　　　４．１
米国 ７７．８ １，９６６ ４．５

注）（ａ）人口（１５歳から６４歳）に占める就業者の比重。
（ｂ）標準化されたＯＥＣＤデータ。
（ｃ）西部ドイツのみ （ｄ）９５年

出所：Ｅｃｏｎｏｍｉｃｏｕｔｌｏｏｋ１９９９（ＯＥＣＤ）

表６ 雇用と所得の伸び率（７０年と９５年の比較）

（％）
雇用者１人当たりの収入（ａ） 雇用者数

ドイツ ６０ １４
日本 ７５ ５９
米国 ５ ６５

注）（ａ）インフレ調整済み
出所：五賢人委員会年次報告書９７～９８
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教育を受けていない層の失業率は２０％以上で

あった。これに対し大卒の労働力人口の失業

率は５％以下と少ない。

ドイツでは若年層の失業率が他の国と比較

して低い（表８参照）。ドイツの若年層の大

部分は、旧来から続いている「職業教育の二

元制度（注）」の枠内で職業訓練のための職

場を探す。つまり、労働市場に労働力を提供

するわけではないため、連邦労働局の定義で

は就業者でも失業者でもない。したがって、

失業者を職業教育制度に吸収することが失業

対策の重要な柱となっている。職業教育を無

事終了すると、職に就く可能性は大幅に拡大

する。政府は数年前から、職業訓練の場を十

分に提供するよう、企業に熱心に呼びかけて

いる。これらの点も、ドイツで若年層失業率

が低い理由として挙げられる。

年齢や資格だけでなく、地域によっても失

業率には大きな偏りがみられる。ドイツでは

産業構造の弱い北部と東部ドイツの失業率の

高さが目立つ。これに対し、ドイツの南部２

州は失業率が低い。ドイツ統一により旧産業

が崩壊した東部ドイツでは、事態の改善のた

め、国が膨大な援助をしているが、新生産拠

点の構築までには至っていない。また、東部

ドイツの失業率が特に高い理由を考える際に

重要な点は、東部ドイツの女性の就業に対す

る態度が西部ドイツとは違うことである。東

部ドイツでは大部分の女性が仕事に従事して

いたため、現在も仕事を求める女性が多い。

従って東部ドイツでは職場に対する需要が西

部ドイツよりもはるかに高いため、その分失

業率も高くなる傾向にある。

表７ 年齢別にみた失業率

（％）
９１年 ９４年 ９７年

１９歳以下 ４．５ ７．９ １０．２
２０～２４ ５．６ ８．７ １１．９
２５～２９ ６．４ ８．２ ９．０
３０～３４ ６．７ ９．０ ９．６
３５～３９ ６．１ ８．９ １０．３
４０～４４ ５．６ ８．３ １０．１
４５～４９ ４．８ ８．６ １０．７
５０～５４ ６．７ ９．４ １２．０
５５～５９ １４．３ ２０．４ ２３．０
６０～６４ １４．１ １８．６ １８．８
全体 ６．７ ９．８ １１．７

出所：五賢人委員会年次報告書９８～９９

表８ 若年層の失業率の国際比較

（％）
８３～８７ ８８～９２ ９３～９７

ドイツ － － ９．３

旧西独
（９３～９７は
西部ドイツ）

９．６ ５．１ ８．５

フランス ２４．０ ２１．２ ２８．４
イタリア ２８．９ ２７．９ ３２．５
英国 １８．４ １３．０ １６．１
米国 １４．０ １２．１ １２．２

出所：五賢人委員会年次報告書９８～９９

表９ 労働力参加率と失業の地域構造（９７年）

労働力参加率
（ａ）（％）

失業率
（％）

〈西部ドイツ〉 ５４．８ １１．０
バーデン・ヴュルテンベルク ５４．６ ８．７
バイエルン ５６．０ ８．７
ベルリン（西） ５９．１ １６．２
ブレーメン ５７．７ １６．８
ハンブルク ５７．８ １３．０
ヘッセン ５４．５ １０．４
ニーダーザクセン ５５．８ １２．９
ノルトライン・ヴェストファーレン ５３．４ １２．２
ラインラント・プファルツ ５３．０ １０．３
ザールラント ５１．８ １３．６
シュレスヴィヒ・ホルシュタイン ５６．０ １１．２

〈東部ドイツ〉 ６２．３ １９．５
ベルリン（東） ６５．８ １９．１
ブランデンブルク ６２．５ １８．９
メクレンブルク・フォアポンメルン ６３．１ ２０．３
ザクセン ６０．７ １８．４
ザクセン・アンハルト ６２．４ ２１．７
チューリンゲン ６２．６ １９．１

注）（ａ）総人口に占める就業者および失業者の割合
出所：バイエルン州経済・交通・技術省（９８）
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失業により発生する個人・家族・社会のコ

ストを深刻化させるのは、失業の期間である。

失業者が短期間のうちに新たな職をみつけら

れれば、失業率が高い場合でも、個人の精神

的負担は比較的小さいと考えられるが、失業

が長期化すると精神的にも経済的にも負担は

大きい。ドイツでは、失業者全体に占める長

期失業者（１年以上継続して失業）の割合が

７０年代半ばの約１５％から９８年には３５％以上に

増加している。

（１）合理化戦略と失業

前章において、ドイツの労働時間は他国と

比較すると少ないという結果が得られた。理

由は人員削減と労働時間の短縮にある。ドイ

ツでは９２年から９７年の間に２００万以上の労働

者が解雇された。しかし、ドイツよりも深刻

な不況下にあった日本では、全く同じ時期に

３００万近くの雇用が新たに創出されている。

人員削減は、ドイツ企業の投資の伸びが国

際比較でも決して低くない（五賢人委員会

９８）ことからも意外に思える。この点につい

て、ドイツ企業の大部分の投資は労働を資本

で代替するために行われた、ともいわれてい

る。９８年をみても企業の投資活動の主な動機

は「合理化」、すなわち労働の資本による代

替にあった。これに対して、生産能力拡大は

投資の動機付けとしては重要視されていない

（五賢人委員会９８）。

企業はなぜ労働を資本で代替しようとして

いるのか。その背景として考えられるのは労

働コストである。前章でみたとおり、過去２５

年間の労働所得は、米国よりもドイツが大幅

に伸びている。所得の伸びと同時に、いわゆ

る「労働単位コスト」も上昇したが、その幅

は日本や米国と比べるとかなり小さい（表１０

参照）。

労働単位コストとは、付加価値総額に占め

る被雇用者所得の割合を示す。従業員１人当

２．企業への影響

たりの所得の伸び率が平均労働生産性の伸び

率を上回ると、労働単位コストは上昇する。

ただし、この数字の解釈には注意を要する。

労働単位コストの上昇は、所得分配政策の影

響を受けた賃金交渉の結果である可能性があ

る。その場合、コスト上昇は外生要因が企業

に影響を及ぼした結果である。しかし、労働

単位コストの上昇は、生産の資本集約化が進

んだために、生産要素の一つである労働が相

対的に不足した結果である可能性もある。こ

の場合のコスト上昇は内生要因による。この

２つの解釈を区別するうえで重要なカギとな

るのは、失業率の推移が労働単位コストの推

移と平行することである。７０年代以降上昇し

続けているドイツの失業率は、労働単位コス

トが主に外生要因によって上昇したことを示

す。これに対して、同じ時期に低い失業率を

維持してきた日本では、企業の内生的な投資

戦略に起因して労働単位コストが上昇したと

みられる。

ドイツの労働コストの推移に関して注意す

べき点は、企業の費用負担が常に増大してい

るにもかかわらず、被雇用者が実際に受け取

る金額の割合が低下していることである。労

働コストの総支出と被雇用者の収入（手取り

ベース）を比較すると、その格差は次第に拡

大する傾向にある。７０年代初めはその格差が

１．６倍であったが、９８年の西部ドイツの労働

コスト総支出は、被雇用者の総収入の２倍以

上にも達している。その要因は、生産要素と

しての労働に課される公課・租税負担の増大

である。このことは、資本投入よりも労働力

表１０ 労働単位コストの推移（年平均伸び率）

（単位：％）
７１～８１ ８２～９１ ９２～９８

米国 ７．５ ３．９ ２．１
日本 ９．４ １．７ １．０
ドイツ ５．７ ２．３ １．０
ＯＥＣＤ ９．９ ４．４ ２．１

出所：Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｏｕｔｌｏｏｋ１９９９（ＯＥＣＤ）

２２ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４
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投入の方が、公課・租税負担をアンバランス

に大きくすることを示している。他国と比べ

てドイツの労働コストが高くなった主な原因

は、租税負担の増大にある。

（２）企業収益と失業

ドイツの失業は、増大する労働コストを回

避しようとする企業の行動のみに起因してい

る訳ではなく、企業が十分な収益を見込めな

い結果でもある。収益が見込めなければ、合

理化措置で解雇をすすめるため、結果的に十

分な雇用を創出することができなくなる。収

益見込みの重要な指標となるのは、企業の現

在の収益状況である。９３年の景気後退以後、

ドイツ企業の収益はかなり回復してきたが、

８０年代末の水準には達していない。収益はあ

る程度回復したものの、労働市場には現在の

ところ変化はみられない。９３年以来、西部ド

イツでは失業率が継続的に上昇し、８７年の基

準値を大きく上回っている。

９４年以降に収益は改善の兆しをみせている

が、明らかな雇用の拡大には至っていない。

ドイツの収益構造の特徴としては、８０年代後

半にはまだ７０％であった企業の総収益に占め

る生産活動による収益が、９６年には５０％とい

う低い割合になっていることである（五賢人

委員会９８）。フランス、米国、日本といった

他の先進工業国の９０年代半ばの数値をみても、

ドイツを大きく上回っている。つまり、ドイ

ツ企業は９０年代になって、本来の事業外で収

益を上げる傾向を強めてきている。このよう

な収益は、生産活動の拡大や雇用の創出には

つながらない。

以上の理由で、ドイツでは企業の収益の回

復にもかかわらず、国内の雇用拡大は進んで

いない。この問題は、直接投資の動向にも反

映されている。ドイツ企業がさかんに国外投

資を行っているのに対し、外国企業のドイツ

への投資は低迷している。９６年、９７年にかけ

ては連続で減少している（五賢人委員会９８）。

ドイツでの雇用創出効果を伴う生産能力拡

大に企業が消極的な理由のひとつは、企業環

境の不確実性とこれに伴うリスクの増加が考

えられる（五賢人委員会９８）。また、グロー

バル化した資本市場における競争の激化も理

由のひとつに挙げられる（五賢人委員会９８）。

（３）柔軟性を高める努力

高い労働コストは企業にとっての負担であ

ると同時に、国民の所得水準の上昇を意味す

る。従って労働コストを論じる際にはこの点

を考慮する必要がある。この際、前述の労働

単位コストの解釈と同様に、労働コストの上

昇が外生要因に起因するのか、あるいは需要

増大および高技能・熟練労働力の就業拡大と

いった内生要因に起因するのかを考えなけれ

ばならない。ドイツをはじめ、失業問題を抱

える国は、賃金決定の際に所得政策上の観点

が極端に重要視され、生産性、雇用政策面へ

の考慮が不足している場合が多い。

企業全体が負担しうるコスト水準の平均が

どこにあるかを決める際には、雇用の柔軟性

も決定要因となる。柔軟性には２つの側面が

ある。ひとつは、時間とともに変化する諸条

表１１ 西部ドイツ（旧西独）における企業の
収益状況と失業（８７年＝１００）

資本利益率 売上高利益率 失業率
８７ １００ １００ １００
８８ １０７ １０６ ９８
８９ １０３ ９８ ８９
９０ １０９ １０３ ８１
９１ ９９ ９２ ７１
９２ ７４ ７０ ７４
９３ ５９ ５７ ９２
９４ ７５ ７４ １０３
９５ ７８ ７４ １０４
９６ ７１ ６７ １１３
９７ ｎ．ａ ８５ １２４

出所：ドイツ連邦銀行、五賢人委員会

２３ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４



件への適合という側面である。同条件への適

合能力が欠ける場合は不確実性、リスクが高

まり、企業の投資意欲は冷え込む。表２の

ＯＥＣＤ加盟国の雇用保護規定の格付けから

は、特にドイツにおいて、集団解雇規定に比

べ個人解雇規定の柔軟性が比較的乏しいこと

がうかがえる。また、パートタイム労働規定

についても、緩やかな「アングルサクソン

型」と厳しい「欧州大陸型」の間に格差がみ

られる（表１２参照）。

柔軟性に関するもう一つの側面として、企

業ごとの生産性の違いに応じた賃金構造の構

築の問題がある。ドイツでは賃金交渉が中央

集中的に行われ、柔軟な分権的解決法を採択

する余地は少ないと思われる。もちろん、交

渉結果の影響範囲は考慮しなければならない。

交渉結果がどこまで影響するかは、労働組合

の実際の組織化の度合いよりも、労使の代表

が結んだ大枠合意の拘束力による部分が大き

い。表１３からは、ドイツを含む「欧州大陸

型」の国では、労働市場における労働協約の

影響範囲が大きく、中央集中度も高いことが

わかる。

ドイツでは労働市場における柔軟性の欠如

が全般的に認識されており、ここ数年間、賃

金および雇用政策の柔軟性を高める努力の下

に、中央集中的な交渉構造の改革の試みがな

さ れ て い る。 例 え ば、 現 社 会 民 主 党

（ＳＰＤ）・緑の党連立政権下で誕生した

「雇用のための同盟」でも、企業、業界の実

状に応じた定年制度の規則作りに努力するこ

とが合意されたほか、労働協約からの逸脱を

部分的に認める規定により、労働時間規定お

よび賃金・給与決定を個々の企業がより柔軟

に決定できるようになった。しかし、労働市

場全体の流れを変えるまでには至っていない

のが現状である。

（注）企業の職業訓練と職業学校における授業とが

並行して行われるシステム。

表１２ パートタイム労働規定の国際比較（格付け）

英国 １
フランス ２３
イタリア ２４
ドイツ １８
日本 １７
韓国 １６
米国 １

注）ＯＥＣＤ加盟国２７ヵ国を対象とした調査。比較時
は９９年末。数値は２７ヵ国中の相対的位置付けを
示す。数値が大きいほど保護規定が厳しい。
なお、英国、米国はともに１位。

出所：Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｏｕｔｌｏｏｋ１９９９（ＯＥＣＤ）

表１３ 労働市場における団体交渉の国際比較（格付け）

影響範囲 中央集中度
英国 １５ １４
フランス ２ ５
イタリア ７ ５
ドイツ ４ ５
日本 １８ １６
米国 １９ １６

注）数字は格付け順位。数値が低いほど影響範囲・
中央集権度が高い。

出所：Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｏｕｔｌｏｏｋ１９９７（ＯＥＣＤ）

２４ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４
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